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第 １ 章 

は じ め に 

 

1.1 研究の背景と目的 
 

 近年の地球環境問題に対する関心の高まりは、個人、企業、国家など様々なレベル

において具体的な対策に取り組む原動力となっている。この環境問題に対するアプロ

ーチの仕方は、その問題を認識している個人や組織によって異なり、また求める結果

も、もたらされる成果も異なっている。環境問題への感心の高まりが、その解決法方

において様々なアプローチを実行する反面、様々な意志決定主体が複雑に関係しあう

社会での、大規模な問題に対して効果的な対策を決めることが難しくなっているのも

事実である。１９９７年１２月に開催された気候変動枠組み条約第３回締約国会議

（地球温暖化防止京都会議 COP３）における温室効果ガス排出削減などの問題は、

こうしたアプローチ多様さと関係する要素間の複雑性によって具体的な対策を立て

ることが非常に難しい問題の一つである。温暖化防止のように、温室効果ガスの排出

量という一つの評価項目を満足するために、社会に対してどのような制度や政策を適

用し、どのような社会を構築すれば良いのか？といった問題は、単純に特定の要素に

対する最適化を行うような制度だけでは対策として不十分である。 

 一方、国際的な地球温暖化に関する研究は既にコンピュータシミュレーションによ

って、今後の社会発展の方向によってどのように変化するかが複数示されている。こ

のコンピュータシミュレーションを利用して、国家における温暖化対策の具体的な政

策が地球規模での温暖化防止にどの程度の効果を持つのかをシミュレートすること

も原理的は可能である。しかし、地球規模での気候変動をシミュレートする非常に大
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規模なシステムを、個別の問題ごとに構築することは、費用や利便性等の面で有用性

を著しく欠くことになる。また、シミュレーション研究においては常に、結果に対す

るシミュレーションシステムの信頼性が問われるため、新たなシステムを生成するこ

とが、必ずしも良い結果を生むとは言えない。 

 本研究は、コンピュータシミュレーションによる仮想の世界が提供するデータと、

現実的かつ実現可能な社会経済モデルとの間をつなぐことによって、効果的な温暖化

対策の策定を支援するシステムの設計と開発を行うものである。具体的には、地球温

暖化に関する対策がもたらす効果を「仮想社会経済モデル」としてカプセル化し、新

たなシミュレータを構築することなく温暖化対策を評価することが目的である。また、

こうしたシステムを用いた評価手法をもとに、より正確な評価を行うために必要な要

素について考察する。 

 

 

1.2 本論文の構成 
 

 本研究では、IPCCデータを用いた温暖化対策評価システムの設計・開発を目指す。

次章では温暖化対策の前提となる地球温暖化問題とその取り組みについて概要と、そ

れを踏まえたシステムの必要性について述べる。 

 第３章では温暖化問題の定量的なデータで、本研究で温暖化対策の評価基準として

利用する IPCC排出シナリオ(SRES シナリオ)データについて述べる。 

 第４章ではコンテキストモデルについて述べる。これは、IPCC による SRES シナ

リオを用いて政策を評価するための具体的な手法である。 

 第５章ではコンテクストモデルを適用した SRESシナリオデータを用いてどのよう

なシステムを構築し、またどのような情報を得ることができるのかについて述べる。 

 第６章では実際にシステムを実装し、その結果について述べる。 

 第７章は本研究のまとめとする。 
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第 ２ 章 

地球温暖化問題について 

 

2.1 地球温暖化問題の特徴 

 

 ほぼ全ての社会活動が温暖化の原因となるため、地域や分野を特定した対策以上に、

全地球的な協調が重要となっている。これは過去の公害問題のように、汚染を行う主

体と、それによって発生する被害者という構造とは全く異なった問題である。 

 このため、この温暖化問題においては技術的な解決方法だけでなく、これらを効率

的に運用する社会科学的なあらゆる手法を有機的に運用する、ポリシーミックスの考

え方が重要とされている。しかし、現実的には環境悪化の原因物質の排出は国境や時

間を超えて行われていた問題や、被害を受ける地域が広範囲に渡るため、国際的な協

調体制をとることは非常に難しい課題である。そのため、国際協調の枠組みを形作る

ために設けられたものが以下に述べる条約と会議である。 

 

2.2 地球温暖化に対する国際的な取り組み 
 

 地球温暖化に関する国家間の取り組みはここ数年に頻発した大規模かつ広範囲な

自然災害の頻発などから、ますます重要視されるようになっている。近年見られる国

家の規模を越える大規模災害の頻発は、被害国の経済システムなどに打撃を与えてい

る。人類にとって解決すべき優先課題であると言える。しかし、環境悪化の原因を巡

ってその主要な原因を経済的な利害対立に見る傾向が強く、具体的且つ効果的な対策

をとる国際的な足並みはなかなか揃わないのが現状である。こうした現状を踏まえ、
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国際協調の枠組みとして１９９２年に『気候変動に関する国際連合枠組み条約（気候

変動枠組条約）』が採択されている。この『気候変動枠組み条約』締約国によって開

催される会議が『気候変動枠組条約締約国会議（The Conference of the Parties : COP)』

であり、１９９７年に京都で開催された会議は第３回目の締約国会議(COP3)であった。 

 COP3（京都会議)では、温室効果ガスの長期的・継続的な排出削減の第一歩として

先進国の温室効果ガスの排出削減を法的拘束力を持つものとして約束する京都議定

書が採択された。議定書では、先進国に対して、特定の温室効果ガスについて数値目

標を達成するように約束が定められた。さらに、この数値目標を達成するための様々

な手段に関して規定が行われ、京都メカニズム（共同実施）や低排出型の開発制度（ク

リーン開発メカニズム：CDM）などが規定された。 

 しかし、こうした温室効果ガス排出削減に関する様々な施策が議論されているにも

かかわらず、米国は自国の産業や経済的影響を考慮して京都議定書への不参加を発表

するなど、既に国際協調の足並みは乱れはじめているのが現状である。また、京都議

定書では発展途上国に対する削減義務は課されていないことも、制度の不備な点とし

てあげる国も少なくない。 

 日本と経済的な関係性の深いアジア太平洋地域では、異なる発展段階の国家が存在

し、温暖化ガス排出の増大や、公害の増加といった自然環境の劣化等の様々な問題が

同時に顕在していくと考えられている。[1] しかし、この地域全体の環境に対する科

学的な知見の蓄積はわずかであり、必ずしも環境問題に係る共通認識の醸成が進んで

いるとは言えず[1]、これらを総合的に解決するような経済政策と環境政策を統合する

試みは立ち後れている。 

 

 

2.3 日本の取り組みについて 

 

 日本は省エネ技術の普及などによってGDP当りのCO2排出量がかなり少ない状況

である(図2-1)が、排出量では、世界４位の排出量であり、温暖化防止において大きな

責任を負っていると言える。こうした状況から、京都議定書において、２００８年か

ら２０１２年までに、温室効果ガスの排出量を１９９０年比で６％削減することが目
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標とされているが、すでに１９９０年比で排出量は増加傾向にある。 

 こうした日本特有の状況を踏まえた上で、どのようにして目標値を達成するのかが

わが国に課されたもっとも大きな課題である。先の述べたように、日本はエネルギー

利用効率が他の先進諸国よりも優れていることなどから、省エネルギー技術を展開す

るだけでは目標達成は困難であると予想されている。従って、技術的な解決方法に頼

るだけでは、削減義務を果たすことは難しく、社会全体に対して排出量を抑制する政

策をとる必要に迫られている。すなわち、社会全体が、温室効果ガスの排出を抑制、

削減していくためには、技術や制度を組み合わせることによってどのような社会を構

築していくか？ という問題を解決していくプロセスに他ならないのである。 

図2-1 各国・地域のGDP当たりCO2排出量(1997年)
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 2.4 社会とエネルギー消費の関連性 
 

 上述のように日本はエネルギー利用効率高く、GDPに対する温室効果ガス排出量は
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きわめて少ない。これは、エネルギー資源を他国に依存していることに起因し、エネ

ルギー消費効率を上げることが即、コスト削減につながるという構造があったためで

ある。また、石油ショックによる省エネルギーに関する社会意識の高まりなどが、機

器の効率的な運用を世界トップレベルへ押し上げる支えとなっていたという一面も

ある。これらの要因から、エネルギーの効率的な利用に関して、日本は技術的に優れ

た知識を保有し温暖化ガス排出削減における強みとなっている側面と、こうした技術

を活用してもなお排出量の削減に至らないという２つの現実を抱えていると言える。

この矛盾する２つの事実から、日本が抱えている課題は以下のような点に集約できる。 

 （１）エネルギー利用効率をさらに高める技術的イノベーションの実現 

 （２）エネルギー消費を抑制するライフスタイルに対する理解と実践 

 （３）温室効果ガス排出抑制を促す制度・政策の実現 

これら３つの課題は「技術の革新」「価値観の転換」「制度の変革」という社会におけ

る環境対策の枠組みのポイントとなっている。[6] 今後、我々はこの３つのポイント

をどのように克服、実践していくかが、我々に課された課題である。 

 一方、本質的な温暖化防止のための対策としては、エネルギーの効率的な利用が他

国においても実現されなければならない。このため、他国においても上記３つの課題

を克服するために、技術移転や議定書によって定められた協調メカニズムを効果的に

活用することを考慮する必要があると言える。 

 

2.5 政策評価システムの必要性 

 

 上述のとおり、地球温暖化に関する対策は、国際的な協調と社会制度に対する影響

範囲の広さが顕著な問題であることが分かる。また、具体的な対策が最終的にはこれ

を実現する社会制度の構築に依存した問題である。このため、政策立案者は温暖化防

止対策を実現する社会がどのような社会なのか、またどのような社会制度であれば、

温室効果ガス排出削減ができるのかを、様々な政策オプションから考慮しなければな

らない。しかし、政策を実行できる社会はただ一つであり、政策オプションの組み合

わせを複数用意して社会実験するといったことは、規模的にも不可能である。このた
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め、あらかじめとりうる政策オプションを組み合わせた、社会経済モデルの温室効果

ガス排出量が、シミュレーション上ではどのような軌跡たどるのかが判れば、実際の

政策立案において有用な情報となる。本研究で利用する IPCCによる SRESシナリオ

データは、仮想の社会システムにおける温室効果ガス排出量をシミュレーションによ

って推計したデータであり、地球温暖化問題を科学的に解明するための基本情報とし

て公開されているものである。従って、国家レベルの温暖化対策など、国際的な枠組

みにおける社会・経済など広範囲に渡る対策を最終的に評価するためには、このデー

タを用いることが妥当である。このデータを用いて国家レベルでの温暖化対策が国際

的な温暖化対策の枠組みの中においてどのような成果もたらすのかを評価すること

ができれば、これは前述のような政策立案者に対して、シミュレーションを行う以上

の情報を提供することができる。しかし次章で述べるように、温暖化対策評価の基準

となる IPCCデータは扱う範囲の大きなデータでありこのデータ構造を理解せずに取

り扱うことは困難である。従って、温暖化対策を IPCCデータに基づき評価できる簡

便な評価システムが必要なのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ３ 章 
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本研究で用いたデータについて 
 

 

3.1 IPCC排出シナリオについて 
 

 地球温暖化がどの程度進むかは人間社会がどのような方向に発展するかによって

大きく左右されることはこれまで述べてきた。将来の社会発展の描き方によってエネ

ルギー利用や土地利用などが変化し、温室効果ガスなどの排出シナリオは変化する。

結果として温暖化予測に大きな差が生まれ、対策の種類や程度が異なってくることに

なる。このため、具体的な温暖化対策を議論するための基本的な温暖化予測の情報と

して提供されているのが、温室効果ガスの時系列排出予測データ、すなわちシナリオ

データである。このIPCCが公開している排出シナリオデータは図3-1に示すように、

入力値に将来１００年間の社会経済モデルを用いて、温室効果ガス排出の原因となる

要素の推移を予測し推計モデルのDrivingFroceとしている。これを全世界をカバーす

る複数の推計モデルを用いて、最終的に様々な温室効果ガス排出量シナリオを計算し

たものである。 

 IPCC(気候変動に関する政府間パネル）は１９９０年から排出シナリオを提供して

きた。このIPCCによって提供されるシナリオデータは１９９０年以降幾度か改定され

てきたが、1990年代初頭の社会変化等を考慮に入れた新しいデータを１９９６年に

IPCC内で組織されたプロジェクトチームによって作成した。これがSRES(Special 

Report on Emission Scenarios)データである。 

 SRESデータはIPCCが提供してきた排出シナリオ４００以上から２１００年までを

推計期間としている１９０のシナリオデータについて分析を行った。この１９０のシ

ナリオは多様な社会経済発展の仮定のもとで推計された非常に大きな幅を持つデー

タとなっている。SRESデータはこの推計幅の広いデータを網羅する形で作成された

データである。 
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図 3-1 SRESシナリオデータ算出の仕組み 

Energy 

Using 

REF Scenario 

ALM Scenario 

Scenario ASIA Scenario 

OECD 

Simulation 

Model 
社会経済モデル B2

社会経済モデル B1

社会経済モデル A2

社会経済モデル A1

3.2 IPCCシナリオデータSRESの構造 
 

 本章では、温暖化対策を議論する上で基本となるSRESデータについてその構造や意

味について述べる。基本的なSRESデータの構造は図3-2のようになっているが、以下

ではこれらの詳細について述べる。なおこの章においては、4つの社会・経済シナリ

オについて -「温室効果ガス排出量削減シナリオ策定調査報告書」[3]を参照、引用

している。 

 

 

 

 

 

 

 

シナリオ 

モデル 

地域 

排出ガス種類 

A1,A2,B1,B2 AIM, 

ASF,IMAGE,MARIA, 

ASIA,ALM,OECD,REF 

10年間隔 

1990ー2000 

まで FossilFuel,CO2,OtherCO2,

TotalCO2,CH4,N2O,SOx,H

FC,PFC,SF6,CO,NMVOC,N

SRES 

図 3-2 SRES データの構造

3.2.1 シナリオ 

 

 先に述べたのように、SRESデータはまずはじめに想定する社会経済モデルについ

て定義を行わなければならない。しかし、社会経済モデルを定量的に定義することは
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容易な作業ではない。現実にIPCCが過去に提供してきた排出シナリオの分析から、そ

の温室効果ガス排出シナリオには大きな幅があることが判っているが、これは推計モ

デルにおいて多様な経済社会発展の仮定が存在していることを意味していることか

らも容易に想像できる。このためIPCCでは過去に提供してきた排出シナリオデータ推

計にで用いられたモデルの仮定である社会経済モデルを、４つの社会モデルに分類し

『叙述的シナリオ』として定性的な記述を行っている。この４つの叙述的シナリオは、

社会の将来における発展の可能性を社会的・経済的・技術的・環境的パラダイムを展

開したもので、定量的なシナリオの前提条件を一貫性を持って考えやすくするための

ものである。 

 ４つの叙述的シナリオはいず

れも地球温暖化の軽減のための

政策を含んでいないそれぞれ異

なった発展方向を示した、今よ

りも一般的に豊かな将来世界を

描いたものである。この４つの

叙述的シナリオは、「A1」、「A2」、

「B1」、「B2」と記号で呼ばれる

ものである。これら叙述的シナ

リオの発展の方向性は図3-3の

ような関係にあるとしている。

すなわち、ここでいう叙述的シ

ナリオとは図3-3における社会経済モデルのことを指し、社会経済モデルはこれまで

のIPCCシナリオデータの推計幅から４種類に分類されたものであると言える。 

図 3-3 叙述的シナリオの分類 

  B1   B2 

  A1   A2 

2 地域主義 1 地球主義 

B 環境 

A 経済 

 図3-2の分類に示されているように４つの叙述的シナリオにはそれぞれ定性的に記

述できる社会経済の傾向が示されている。A-B軸は経済発展についての相対的な方向

性を示し、経済を重視するのか、環境を重視するのかをあらわす軸である。1-2軸は

経済発展の方向性として、地球主義的な経済発展（グローバル経済)を目指すのか、

あるいは地域主義的な経済発展を目指すのかをあらわしている。こうした２つの軸を

組み合わせることで描かれる４つのシナリオの概要を説明する。 
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 (1) A1シナリオ：高成長社会シナリオ 

 A1シナリオは、「高成長社会シナリオ』である。マーケットの利点を活用し

て世界中が更に経済成長を遂げ、教育、技術、そして社会制度に大きな変革が

生じるシナリオである。過去１００年間の平均経済成長率、年役3%が、今後

１００年間も続く都市、2050年の一人当たり所得は世界平均で2万米ドルをこ

える。特に発展途上国の成長が目覚ましく、南北の格差が急速に縮まる。これ

により途上国の出生率は下がり、世界人口は2050年の90億人から2100年には70

億人に下がる。平均寿命は伸び、核家族化が進む。急速な経済の拡大は、大量

のエネルギー資源を必要とし、資源開発や新エネルギー開発への投資が加速す

る。途上国の食生活が肉食嗜好に急速にシフトし、集約的農業に移行する。先

進国から途上国への技術移転も進み、途上国の技術革新や自動車保有が早まる。

環境問題の解決はマーケットによって大きく影響を受け、環境保全と言うより

も環境管理や創造の観点から解決が図られる。 

    

 (2) A2シナリオ：多次元社会シナリオ 

 A2シナリオは「多次元化社会」とでも呼べるものである。世界の各地域が固

有の文化を重んじ、多様な社会構造や政治構造を構築していくことによって、

世界の間に常に緊張関係が生じ、国際的な貿易や人の移動、技術の移転が制限

される。このため経済発展は遅れ、一人当たり所得も2050年で7千ドル程度と

伸び悩む。途上国の出生率は下がらず、今世紀末の人口は150億人に達してし

まう。地域間の自然資源や資産の格差は、地域間の所得格差をますます拡大さ

せる。資源の少ない地域では技術開発への投資が加速されるが、経済成長が低

めであるため一般的に技術革新は遅れ気味となる。環境への関心は相対的に低

く、地域的な環境問題の深刻化のみが環境対策への動機付けとなる。 

 

 (3) B1シナリオ：持続発展型社会シナリオ 

 B1シナリオは「持続発展型社会シナリオ」と呼ぶことができる。環境や社会

への高い関心に基づいて、地球公共財としての環境の保全と経済の発展を地球

規模で両立し、バランスのとれた経済発展を図るシナリオである。資源利用の

効率化(脱物質化)、社会制度、環境保護に集中的に投資がおこる。資源利用の
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効率化は、資源の供給側面を重視する高成長社会シナリオと違い、資源の需要

面に集中して生じる。また、廃棄物の減量化やリサイクルが進み、資源利用の

効率化やリサイクルの活性化によって環境産業の市場が急速に拡大し、これが

経済成長の持続に大きく貢献する。経済成長率は高成長シナリオより低くはな

るが、2050年の一人当たり平均所得は１万３千ドルに達する。発展途上国では、

先進国からの先端技術の移転が進み、クリーン技術が普及し、これに伴い、教

育やキャパシティビルディングも大きく進展する。このため、いわゆるショー

トカットと呼ばれる発展パターンに乗って、途上国の公害対策が著しく進展す

る。公共交通システムが整備され、都市構造はコンパクト化し、低投入・低負

荷型農業が普及する。自然保護を推進巣売ることによ離農畜産物価格は相対的

に高いが、肉食への食生活へのシフトは抑えられる。 

 

 (4) B2シナリオ：地域共存社会型シナリオ 

 B２シナリオは、「地域共存社会型シナリオ」と呼ぶことができる。環境や社

会への高い関心に基づくが、地球規模の問題への関心や国際的な問題解決と言

う方向に向かわず、地域の問題と公平性を重視して、ボトムアップの方向で発

展を図るシナリオである。マーケットにまかさずローカルな政府の政策が発展

を牽引する。教育と福祉向上政策により、発展途上国の死亡率、出生率の双方

が下がるため、人口は今世紀松で100億人程度となる。国際マーケットよりも

地域の共存を重視する分、経済成長はやや低めとなり、2050年で一人当たり所

得が1万2千ドルとなる。個人間および南北間の所得格差は縮小する。技術移転

などの途上国支援は、国際的な統一ルールではなく２国間で別々にすすめられ

る。地域的な独立性が高まり、地域ごとの経済圏や政治システムが発展してい

く。これにより、エネルギー、食料、環境などの問題は、各地域の中で主体的

に解決が図られる。 

 

 これら４つの叙述的シナリオから、ガス排出量を推計するシミュレーションモデル

におけるdriving forceを導きだし、次に述べる推計モデルの入力データとしている。 
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3.2.2 モデル 

 

 前述の叙述的シナリオをベースにした定量化（排出予測）では以下の６つのモデル

がそれぞれアプローチの異なる推計モデルを用いて定量化を行った。 

 

  ・AIM(国立環境研究所・京都大学 アジア太平洋統合モデル) 

  ・ASF(アメリカICF Consulting 大気安定化枠組みモデル) 

・IMAGE(オランダ公衆衛生・環境保護研究所 温室効果ガス影響評価統合モデ

ル） 

  ・MARIA(東京理科大学 多地域資源産業配分モデル） 

・MESSAGE(オーストリア国際応用システム研究所 エネルギー供給戦略・環

境影響モデル） 

  ・MiniCAM(アメリカ国立大平洋北西研究所 簡略気候評価モデル） 

 

 この６つのモデリングチームによるシナリオの定量化は、最終的に４０の排出シナ

リオとしてまとめられた。この時、それぞれのモデルで用いらる人口、経済成長率、

最終エネルギー需要、CO2排出といったモデルのdriving forcesを共通化し、相互に比

較 が 可 能 な よ う に 調 整 さ れ て た も の が 公 開 さ れ て い る 。

(http:ipcc-ddc.cru.usa.ac.uk/asres/sres_home.html)。 

 

3.2.3 地域 

 

 叙述的シナリオを定量化する際に６つの定量化モデルは、世界を４つに分類してシ

ナリオの推計を行っている。この４つの分類は全てのモデルにおいて共通であり、全

世界すべてを示す「World」のシナリオはこれら４つの分類の総和である。以下に４

つの地域区分を示す。 

  

・OECD90:1990年時点でのOECD加盟国。（北米、西欧、太平洋OECD加盟国） 
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・REF :東欧・中欧および旧ソ連諸国。 

・ASIA:中東をのぞくアジアの発展途上国。(アジア社会主義諸国、中国、南アジア、

その他の太平洋アジア諸国） 

・ALM:上記に含まれない国。アフリカ、ラテンアメリカ、中東の発展途上国。（ラテ

ンアメリカおよびカリブ海諸国、中東および北アフリカ、サブサハラ） 

 

 

3.3 SRESデータの参照方法 
 

  図3ｰ2に示しているようにSRESデータは１９９０年から２１００年までの１００

年間を１０年間隔でガス排出量を推計している。このデータにおいて任意のガス排出

量について知りたい場合は、図3ｰ2で示された各データ属性を指定することでそのデ

ータを得ることができる。従って、SRES データは基本的には図3-2で示された属性の

直積集合である。このため、SRESデータを扱う場合には、一般的なリレーショナルデ

ータベースと同様の考え方を適応することが可能である。 

 本研究では、このSRESデータを構成する各属性をコンテクストモデルを用いてSRES

データから任意の幅をもつデータを抽出し、このデータを評価基準データとして利用

している。 

 次章では、一般的なコンテクストモデルと本研究におけるコンテクストモデルにつ

いて説明する。 

 

 

 

第 4 章 

コンテクストモデルについて 
 

 

Copyright ○C  2003 by Daisuke Hiroki 14



4.1 コンテクストモデル 
 

 本研究では、SRES データをコンテクストモデルを用いて整理することにより、任

意のコンテクストを選択して評価基準とすることが可能なモデルを構築する。ここで

はそのための基本的な情報として、既存のコンテクストモデルについて述べる。 

 コンテクストモデルは、次式のように定義できる。 

 

D,C, Ac(D)       (4.1) 

 

  … 「ある物事」の議論領域。(例：身長 D=[1m ,3m]) D

 C  … コンテクストの有限集合。(例：国籍 C=[Japanese ,American ...]) 

  … 評価における言語の集合。(例：高さ A={very small, small, medium, tall, very 

tall}) 

A

 Ac(D) = {a | a : C → 2D} … コンテクスト C における議論領域 D に対する評価に

用いられた言語の集合。(例：身長(背の高さ)という議論領域での、日本人というコン

テクストにおける評価言語の集合） 

  a(c) : (c ∈C)  … 言語表現 のあるコンテクストにおける区間ファジィ数である。 a

 

 

4.2 本研究におけるコンテクストモデル 
 

 式 4.1で示したコンテクストモデルは、SRESデータにおいても適応が可能である。

ここでは、コンテクストモデルを SRESデータに適応した場合について述べる。 

 まず、SRES データがどのような構造をしているのかを考える。３章でも述べたよ

うに、SRESデータを構成する要素は大きく 3つ存在する。それは 

 シナリオ 

 モデル 

 地域 
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の３つである。またこの３つに加えて 

 入力データの属性 

 排出ガスの種類 

 年 

という属性が存在している。 

 SRES データはこの５つの属性の直積集合である。このためすべての属性値を指定

しなければ、任意の値を参照することはできない。ここでは、コンテクストモデルを

用いて、評価対象となる仮想社会経済モデルの比較対象を指定する。システムの実装

においては、任意の排出ガスについて、時系列のデータが必要になるため、これらの

項目もコンテクストモデルの中に組み込まなければならないが、ここでは簡略化のた

めに、すでに、任意の排出ガスについて、任意の年が選択された状態を仮定して話を

すすめていく。 

 SRES データにおける議論領域とは、ある排出ガス量の最大値と最小値の範囲にあ

り、次のように示すことができる。 

 

D：[max ,minf f ]  ある排出ガスのとりうる排出量の範囲 

  

この時、排出ガス量の区間を決定するコンテクストは、地域に依存している。 

 

 

C = (R) | r ∈R  R = {OECD,ASIA,REF, ALM}  

 

 任意のコンテクストにおける排出ガスがどのような評価されているのかを示す写

像 Aは、次のように示すことができる。 

 

A = {a | a : S → 2D}  ただし、 S = {A1,A2,B1,B2}  

 

 SRESデータにおけるコンテクストモデルは、任意の排出ガスに対する評価が、地

域と、モデルによって異なってくることを示している。 
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第 5 章 

温暖化対策評価システムの 

フレームワーク 
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5.1 システムの概要 
 

  温暖化対策評価を行う場合その評価対象となるのは、温暖化対策を実行する社会

そのものである。そのため、政策立案者などにとって重要なのは、 

 1.現在の社会がどのような状況にあるのかを把握できること 

 2.定量的なデータから定性的な評価を得ること 

 3.複数の政策・制度を同じ基準で評価できること 

などが考えられる。よって、本研究ではこれらの踏まえた上で、実装すべき機能を次

のように想定した。 

 a．SRESデータの中に現在の社会状況を投影する。 

 b．投影結果から、SRESデータにおける定性的な記述データを提示する。 

 c．様々な観測データなどから、仮想社会モデルを生成する。 

これらの機能を全て実装することが評価システムの開発目標である。 

 図5-1は上記３つの実装すべき機能のaについての概要を示したものである。政策立

案者は、現実社会を観察、調査し、評価システムに対して「現在の社会の状況」を知

ることができる。SRESデータの特徴から、現在の状況の位置づけが可能になれば、

それをもとにした将来の排出量のおおまかな予測データを得ることができる。 
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デル 
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ガス排出 1 

仮想社会 3 

入力データ 

仮想社会 2 

仮想社会 1 

ガス排出 

エネルギー消費 

 

現実社会 

図 5-1 評価システムの概要 a
 図 5-2は、bについての概要を示したものである。SRESデータには、ガス排出を

推計する際に用いた仮想社会モデルが存在するが、それぞれに、社会の様々な面にお

ける定性的な評価・記述がなされている。こうした社会の細部における定性的な記述

を得ることで、具体的な対策を総合的に考える支援が可能になると考えられる。cに

ついては、現在盛んに研究が行われてるエージェントベースシミュレーションや

Box-Economy など、社会フレームワークをシミュレーションによって作り出す手法

を利用することが考えられる。これら３つの機能を全て実装した概略図が 図 5-4で

ある。図 5-4を見ても判るように、非常に大規模なシステムとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

社会経済シナリオ A1 

 定性

 ・

 ・ライフスタイル 

 ・

評価項目 

交通 

etc 

社会経済シナリオ A2 

 定性評価項目 

 ・交通 

 ・ライフスタイル 

 ・etc 現実社会 

 

ガス排出 

エネルギー消費 
政策・制度 

図 5-2 評価システムの概要 b  
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図 5-3  評価システムの概要 c  
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図 5-4  評価システムの概要   

  

本研究では、この大規模な評価システムのうち、図 5-1について実装を試みた。次に
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この実装の内容について説明する。 

 

 

5.2 実装された評価システムの概要 
 

 本研究における実装は、政策策定者が、現実の社会などを参考に将来100年間にわ

たる社会モデルを定義し、これが、SRESデータにおいてどのような位置づけになる

のかを提示するものである。したがって、ここで政策策定者が知らなければならない

情報は、SRESデータおいて用いられた社会経済モデルがどのような入力項目を用い

ているのかだけである。このため、本研究の実装においては利用者には同じ入力項目

を用いて仮想社会モデルを定義できるシステムを開発した。 

 実装されたシステムは、定義された社会経済モデルをSRESデータと比較し、ユー

ザーによる社会経済モデルが、どのモデルにおける、どのシナリオの、どの地域に類

似しているのかを表示することができる。 

 なお、これ以降、利用者が定義する社会経済モデルを「評価対象」、SRESデータを

「評価基準」とし、評価基準側モデルの入力値を x、評価対象側モデルの入力値を yと

あらわす。 

 

 

5.3 評価対象の設定 
 

 評価システムを利用するためにはまず評価対象となる社会経済モデルを定義しな

ければならない。このモデルは、評価システムによってSRESデータ空間へ投影され

るため、その設定は基本的にSRESデータにおけるガス排出推計モデルで用いられた

社会経済モデルと同様の項目を定義することになる。表5-1に社会経済モデルにおけ

る定義データの種類を示す。図5-2は実際に評価システムで社会経済モデルを定義す

る画面である。 

 この評価対象の設定では、あらかじめカテゴライズされた数種類の入力値データを
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設定する。この時、個々の入力値データはそれぞれのカテゴリー内での総和が 100を

超えない範囲で入力されなければならない。また、これらの入力値は 1990 年から

2100年まで 10年間隔で定義しなければならない。こうした制約は、評価基準となる

SRESデータで用いられているデータによるものである。 

 

 表 5-1 入力データの種類 

Category 

FInalEnergy PrimalEnergy 

Cumulative 

Resouces 

Cumulative 

CO2  LandUse 

Attributes Non-commercial Coal non-commercial non-Commercial Cropland 

  Solids Oil Solids Solids Grassland 

  Liquieds Gas Liquids Liquids EnergyBiomas

  Gas Nuclear   Total Forest 

  Electricity Biomas     Others 

  Others Other renuables     Total 

  Total Total       
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5.4 評価基準データの選択 
 

 評価対象の設定とともに行わなければならないのが、評価基準の選択である。検索

基準データは、評価対象 yがどのモデルの、どのシナリオの、どの地域に類似してい

るのかを調べる空間の広さを定義する。SRESデータにおいて評価基準となる可能性

のあるデータは、シナリオ、モデル、地域、年、排出ガス、のすべての組み合わせに

なっている。しかし、ここで評価基準を選択する理由は、先も述べたように、評価対

象が、どのモデルの、どのシナリオの、どの地域に類似しているかを提示するためで

ある。したがって評価基準データは、 

 

ある年 yearにおける 
  year ∈Year,Year = {1990,2000,2010,2020,2030,2040,2050,2060,2079,2080,.2090,2100}  

 

ある排出ガス gに関して 
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g ∈G    G = {AnthropogenicEmissionsi | i =1,2,/ ,12}  

 

選択された複数のモデル mにおいて、 
 m ∈M  M = {AIM,ASF,IMAGE, MARIA, MESSAGE,MiniCAM}  

 

選択されたシナリオ sの 
 s ∈S S = {A1,A2,B1,B2}  

 

選択された地域 rの 
r ∈R R = {OECD,ASIA,ALM,REF}  

 

入力値Xを指定するように入力される仕組みになっている。実際にはそれぞれの集合

の要素を複数個指定し、任意の集合をコンテクストとしている。 

 

 

5.5 メンバーシップ値の決定およびデータの出力 
 

 ここまでに行った各種設定によって、評価対象 yを SRESデータと比較するために

必要な情報は全て集まったことになる。これらのデータは任意の議論領域に関する評

価を xをコンテクストごとに保持している。ここでは xと yを比較する方法を説明する。

先にも述べたように、評価対象 yを選択するために必要な情報は以下の通りである。 

 

シナリオ S = {A1,A2,B1,B2}  

モデル  M = {AIM,ASF,IMAGE, MARIA, MESSAGE,MiniCam}  

地域  R = {OECD,ASIA,ALM,REF}  

 

この３つの集合を組み合わせることで、任意のコンテクスト m におけるシナリオ s

におけるある地域 rの入力値ベクトルを次のように定義することができる。 

Copyright ○C  2003 by Daisuke Hiroki 24



  

xm(s,r) =

x1

x2

0

xn

 

 

 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

  s ∈S , r ∈R   (5.1) 

また評価対象 yについても、(5.1)式に対応するベクトルを以下のように定義する。 

  

y =

y1

y2

0

yn

 

 

 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

     (5.2) 

 

任意のコンテクスト mにおけるシナリオ sにおけるある地域 rでの、２つのベクトル

x, yの距離 は dm

 
dm(s,r) = xm(s,r) − y      (5.3) 

s ∈S S = {A1,A2,B1,B2} r ∈R R = {OECD,ASIA,ALM,REF}  

   

このベクトル間の距離を用いることで、評価対象 yと、任意のコンテクストにおける

評価基準 xのデータとの間でメンバシップ値µm (y)を以下のように計算することがで

きる。 

 

µm (y) = 1−
dm(s,r)

dm(s,r)
s,r
∑

     (5.4) 

 

(5.4)式によって、任意のコンテクストにおいて、評価対象 yがどういった位置付けに

なるのかを提示できる。例えば、ある年のある排出ガスについて、評価対象 yがある

シナリオにおける全地域のデータのどれに類似しているかはメンバシップ値をガス

排出量に乗算し、その総和をとることで評価対象 yの排出量が推計できる。 

 

 

 

Copyright ○C  2003 by Daisuke Hiroki 25



 

第 6 章 

システムの実装および結果について 
 

 

6.1 システムの実装 

 

 本研究における最終的な評価システムの実装では、5章で述べたコンテクストごと

にメンバシップ値を計算するアルゴリズムが必要となる。今回は、任意のコンテクス

トを選択し、その範囲内でメンバーシップ値を外部からあらかじめ与えた場合に、評

価対象 yがどのように表示されるかを確認した。 

 出力結果は、シナリオ４種類に対してモデルが 6種類存在するため全部で 24種に

なる。ただし、１つのデータについてはデータの整合性がとれていなかったためこれ

を除いた 23種類の出力結果を示す。 

 

 

6.2 評価実験 
 

 メンバシップ値をあらかじめ与える際のには、議論領域である排出ガスの種類と年

をまず決定した。メンバーシップ値は、あるシナリオの、あるモデルにおいて、評価

対象 yがどの地域に類似してるのかを提示した。この時、評価対象 yは、1990年から

2100年まで 10年間隔で 4地域に同じメンバシップ値(0.25)をあたえた。 

 なお評価対象 yは図中では Virtualと表示している。 

 

A1シナリオにおけるモデルごとの出力結果を図 6-1から図 6-6に示す。 
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図6-1 FossilFuel CO2 AIM A1
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図6-2FossilFuel CO2 ASF AIM
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図6-4 FossilFuel CO2  MARIA A1
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図6-6  FossilFuel CO2 MiniCAM A

0

1

2

3

4

5

6

7

8

1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

排
出
量
 
[
G
t
C
]

ALM
ASIA
OECD
REF
Virtual

Membership Value
m(ALM)=0.25
m(ASF)=0.25
m(OECD)=0.25
m(REF)=0.25

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A2シナリオにおける各モデルごとの出力結果を示す。なお A2シナリオではMARIA

モデルのみデータの整合性がとれなかったため、計算を行っていない。 
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図6-7  FossilFuel CO2 AIM A2
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図6-8 FossilFuelCO2 ASF A2
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図6-10  FossilFuelCO2 MESSAGE A2
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B1シナリオにおける各モデルごとの出力結果を図 6-12から図 6-17に示す。 
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図6-12 FossilFuelCO2 AIM B1
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図6-13  FossilFuelCO2 ASF B1
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図6-15 FossilFuelCO2 MARIA B1
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図 6-17 FossilFuelCO2 MiniCAM B1
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B2シナリオにおける各モデルごとの出力結果を図 6-18から図 6-23に示す。 
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図6-18 FossilFuelCO2 AIM B2
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図6-19 FossilFuelCO2 ASF B2
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図6-21 FosslFuelCO2 MARIA B2
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図6-23 FossilFuelCO2 MiniCAM B2
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6.3 図の意味について 
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 今回のデータ出力では、メンバシップ値を４つの地域にたいして均等に配分した。

この結果、評価対象 yはそれぞれの地域の平均値をとっている。こうした結果になっ

たのは、評価対象 yのガス排出量を推計する際にメンバシップ値をかけているためで

あり、４つの地域それぞれに 0.25 をかけた場合このような結果になるのは当然であ

る。同様にすべての地域に対してメンバーシップ値に"1"を与えた場合は、全地域に

の総和になる。SRES データには"World"という地域定義が存在するが、これは全地域

の総和によって表されている。したがって、メンバーシップ値を操作することによっ

て、平均値や総和を恣意的に表示させることも可能である。メンバーシップ値を計算

することができれば、今回と同様の方法で評価対象のガス排出量を内生的に見積もる

ことが可能になるとなり、擬似的に仮想経済社会モデルによる温室効果ガス排出量を

シミュレートすることが可能になるといえる。 
 メンバーシップ値を決定、あるいは恣意的に操作することで、SRES データ内部に

擬似的にシミュレーション結果をつくり出すことはここまでの結果から明らかであ

る。しかし、これらのデータは SRESデータ内部でのメンバーシップ値の決定であり、

SRES データの想定を越える現象を再現することは不可能である。このため、温暖化

対策評価システムを信頼できるものとするためには常に、評価基準となるデータの更

新作業が必要になると思われる。 
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第 7 章 

おわりに 

 

 本研究では、コンテクストモデルを用いたデータ検索と、メンバシップ値によるデ

ータの重み付けを行うことで、SRES データを用いた国家レベルの温暖化対策評価を

行うことを試みた。この結果、任意のコンテクストを利用して評価基準となるデータ

を検索し、特定のコンテクスト内においてデータの重み付けを行うことが確認できた。

しかし、この試みの中で、今回実現できた部分は本来の目的からみればほんの一部に

過ぎない。また、今回の研究では、SRES データにおけるコンテクストはすでに同定

済みとしてシステム設計を行ったが、すでにコンテクストが同定され全データ群が属

性の直積集合で表すことができる以上、本質的にはリレーショナルデータベースと同

じである。コンテクストモデルを用いたデータ処理の最も重要な利点とは、全くコン

テクストが同定されていないデータ群からコンテクストを発見し、それをもとにコン

テクストモデルの構築とデータの処理を行うことである。 

 今後の課題としては、本論文であげたコンテクストモデルをデータ群すべてに適応

する機能を実装することがあげられる。また、投影したデータから、SRES シナリオ

における定性的な記述データを提示できるようなシステムを開発すること、さらに仮

想社会経済モデルを、さらに他のデータから自動的に生成するような仕組みを開発す

ることが挙げられる。 
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